
1　事業の概要

①　成果目標（H25)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

予

算

額

前年度繰越

723 723 721 510

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

労働雇用を取り巻く情勢に対応し、必要な審議を行う。

目標に対

する成果

の状況

　障害者等の雇用の在り方について審議され、平成25年11月に報告書として取りまとめられた。報告書は、雇用する側の理解促進、就労

後の定着に向けた支援、支援する側の人材の育成と確保、アビリンピック開催の成果と活用について、それぞれの機関ごとの役割が提案

されており、県の施策に反映するとともに、広く障害者団体、使用者団体、労働団体等関係機関へ提供した。

 概算事業費（B（A）+C）

1,350 1,403 1,406 1,336

826 826

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 23年度 24年度

Aの

財源

723 721

概　算

人件費

0.10 0.10 0.10 0.10

826

524 577 580

826

723 721 510

合計（A) 723 510

―

25年度

25年度25年度

25年度 26年度

当初予算 723

補正予算

事業内容

（単位：千円）　

項目

実施方法

H25事業実績

H25

H26

（当初） （決算） （当初）

労働問題審議会 直接

審議会（6/10、11/6）

専門委員会（7/25、10/22）

721 580 510

県が関与

する理由

目指す姿

現状

県でなければ実施不可（法令等義務）

県民との協働による実施： 困難

【左記の説明、根拠法令等】

　長野県労働問題審議会条例

課・室 労働雇用課

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail

rodokoyo@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

１－６　職業能力の開発と安心できる雇用・就業環境づくり

510

　景気の悪化、就業形態の多様化などにより労働環境が著しく変化する中、労働問題に関する重要事項について調査審議する。

　景気の低迷により、雇用情勢は依然として厳しい状況が続いている。また、職業間での労働力需要のミスマッチが続いている。

　障害者雇用については、県内の民間企業の障害者の実雇用率は、1.82%（H23.6.1現在）と法定雇用率の1.8%を上回っているが、法定雇

用率を達成している事業者は、全体の57%で、4割以上の企業で法定雇用率を達成していない。また、平成25年4月から法定雇用率が引き

上げられる（民間企業1.8%[56人以上]→2.0%[50人以上]）。

成果目標の達成状況

項目

施策への提言

審議会（調査審議）

事業番号 07 06 01

事業改善シート （25年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名

労働問題審議会事業

労働問題審議会事業労働問題審議会事業

労働問題審議会事業

担

当

課

部局 産業労働部

２　雇用の促進　３　働きやすい職場づくりの推進 実施期間 S31 ～

3件 4件 達成

―2回 ― ―

　審議会として障害者等の雇用に関する在り方について、県の施策へ提言をする。

Ｈ25

H26

目標

H24末

（実績）

目標 成果

達成状況

―

2回

合計 721 580


